
品川区障害者住宅あっ旋事業実施要綱 
 

制定  平成  ８年４月   １日  要綱第  ２１号 
  改正  平成１８年３月 ３１日  要綱第  ４３号 

    改正  平成２４年５月 ３０日 要綱第 １６８号 
改正  令和 ４年３月 ３１日 要綱第 １３２号 

               改正  令和 ５年８月 ２８日 要綱第１６３号 
改正 令和 ６年４月  １日 要綱第２６９号 

 
  （目的） 

第１条  この要綱は、住宅の確保に特に配慮を要する障害者に対して住宅のあっ旋

を行い、また転居資金の一部等を助成することにより、障害者の生活の安定と福祉

の向上を図ることを目的とする。 
 （住宅のあっ旋） 
第２条 障害者の住宅のあっ旋は、品川区住宅確保要配慮者入居促進事業実施要綱

（令和３年品川区要綱第３１１号）（以下「入居促進事業実施要綱」という。）の規

定に基づき行うものとする。 
  （転居資金の一部助成等） 
第３条  転居資金の一部助成を受けることができる者は、前条の住宅のあっ旋を申

請し、区からあっ旋決定通知を受けた身体障害者手帳４級以上、愛の手帳４度以上

または精神障害者保健福祉手帳３級以上の者であって、単身世帯または障害者を含

む世帯で、次の各号に掲げる要件を備えているものとする。 
⑴ 品川区内に引き続き２年以上住所を有すること。 

  ⑵  障害者本人（２０歳未満の者にあっては、国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）による世帯主または社会保険による被保険者）の所得の額（１月から

６月までは前々年所得、７月から１２月までは前年所得）が別表第１に定める額以

内であること。 
  ⑶  品川区内の民間賃貸住宅（以下「区内民間住宅」という。）に係る賃貸借契

約を締結していること。ただし、助成を受けようとする世帯に、当該住宅の賃貸人

またはその親族、管理会社に該当する不動産事業者の従業員を含む場合を除く。 
  ⑷ ６５歳以上の者については、高齢者の住宅あっ旋における助成と重複して申

請していないこと。 
２ 前項各号に規定する要件にあわせて、区内民間住宅の家賃等に係る債務の保証

（区と「品川区高齢者等住宅あっ旋事業に係る家賃等債務保証制度の実施に関する

協定書」を締結した保証会社（以下「保証会社」という。）が行う債務の保証をい

う。）を受けることができる者は、前項各号に掲げる要件のほか、次の要件を備え

ているものとする。 
 ⑴ 緊急連絡先の登録ができること。 
 ⑵ 保証人の確保が困難であること。 



  （所得の範囲および所得の額の計算方法） 
第４条  前条第１項第２号に規定する所得の範囲およびその額の計算方法は、心身

障害者の医療費の助成に関する条例施行規則（昭和４９年東京都規則第１１３号）

の例による。 
  （助成金の範囲および限度額） 
第５条  助成金の助成区分および助成限度額は、別表第２に定めるとおりとする。 
  ただし、立退要求に基づく立退料、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に

よる一時扶助（敷金等）または他の制度による助成がある場合には、これを控除し

た額を助成額とする。 
  （助成金の交付申請等） 
第６条 助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、助成金交付申請

書（第１号様式）に次の各号に定める書類を添えて区長に提出しなければならない。

ただし、当該書類の確認以外の手法により要件の確認ができる場合にあっては、書

類の添付を省略することができる。 
⑴ 新たに契約を締結した区内民間住宅に係る賃貸借契約書の写し 
⑵ 前号の区内民間住宅に転居後の世帯全員の住民票の写し 
⑶ 障害者本人（２０歳未満の者にあたっては、国民健康保険法による世帯主また

は社会保険による被保険者）の所得を証する書類 
⑷  第１号の契約を締結する際に支払った敷金、礼金、権利金および仲介手数料の

計算書等およびその領収書 
⑸  保証会社の初回保証委託料領収書（保証会社と保証委託契約を締結した申請者

が、初回保証委託料に係る助成を受けようとする場合に限る。） 
⑹ その他区長が必要とする書類 
２ 前項の交付申請は、入居促進事業実施要綱の規定に基づきあっ旋の決定を受け

た日から起算して３年以内かつ新たに締結した賃貸借契約における初回の契約期

間の末日までに行わなければならない。 
（助成金の交付決定等） 
第７条 区長は、前条の申請があったときは、内容を審査し、予算の範囲内におい

て助成金の交付（以下「交付」という。）の可否を決定したときは、申請者に対し

助成金交付決定・却下通知書（第２号様式）を通知する。 
（補償金の交付） 
第８条  区長は、前条の交付決定を受けた者（以下「対象者」という。）が死亡ま

たは行方不明のため賃貸料が滞った場合、前条による助成金交付決定通知書の基本

額の２カ月の範囲内で賃貸人に補償することができる。ただし、敷金等が充当でき

る場合または保証会社と保証委託契約を締結した対象者が死亡または行方不明の

ため賃貸料が滞った場合にあっては、この限りでない。 
２ 前項の規定による補償を受けようとする者は、新たに締結した賃貸借契約にお

ける初回の契約期間の末日までに、補償金交付申請書（第３号様式）に未納家賃の

内訳および金額等詳細が分かる書類を添付して区長に提出しなければならない。 



３ 区長は、前項の申請を受理したときは、内容を確認し予算の範囲内において補

償を決定し、補償金交付決定・却下通知書（第４号様式）により通知する。 
 （助成金等の交付請求および交付） 
第９条 第７条および前条第３項の通知を受けた者は、速やかに請求書（第５号様

式）により区長に請求しなければならない。 
２ 区長は、前項による請求があったときは、速やかに交付するものとする。 
  （決定の取消し） 
第１０条  区長は、対象者および第８条第３項の規定による決定通知を受けた者

（以下「対象者等」とする。）が次のいずれかに該当する場合は、助成金交付決定

および補償金交付決定を取り消すことができる。 
  ⑴  第３条の要件を欠いたとき。 
  ⑵  偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 
  ⑶  その他区長が助成および補償することが適当でないと認めたとき。 
２ 区長は、前項の規定により決定を取り消したときは、取消通知書（第６号様式）

により、対象者等に対して通知する。 
  （助成金の返還） 
第１１条  区長は、前条の規定により決定を取り消したときは、対象者等に対して

既に交付されている助成金および補償金の一部または全部の返還を命じることが

できる。 
  （委任） 
第１２条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は福祉部長が別に定める。 
      付  則 
  この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 
      付  則 
  この要綱は、平成１０年４月１日から適用する。 
      付  則 
  この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。 

付  則 
  この要綱は、平成２４年６月１日から適用する。 
   付 則 
この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

付 則 
この要綱は、令和５年９月１日から適用する。 

付 則 
この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 
 
 
 
 



別表第１（第３条関係） 
 所 得 限 度 額 
 
障害者本人 

所得が心身障害者の医療費の助成に関する条例施行規則（昭和

４９年東京都規則第１１３号）第２条に規定する額 

 
 
別表第２（第５条関係） 

助成区分 礼金等助成 仲介手数料助成 初回保証委託料助成 

 
 
 
助 成 
限 度 額 

 
賃貸料の２カ月分に

相当する額以内 

 
賃貸料の１カ月分に

相当する額以内 

 
初回保証委託料の実

費額 

 
ただし、助成対象の賃貸料は、単身世帯月額

３５，０００円、障害者を含む世帯５５，０

００円を限度とする。 
 

 
ただし、５０，０００

円を限度とする。 

 
 



第１号様式（第６条関係） 
 

品川区障害者住宅あっ旋事業助成金交付申請書 
 

年    月    日 
  品川区長  あて 

 住      所                             

氏   名                                               

電   話                                               

 生 年 月 日           年   月   日   歳 
 

  
  品川区障害者住宅あっ旋事業実施要綱に基づき、転居資金の助成等を受けたいので

下記のとおり申請いたします。 

 

記 

 
助成金 

交付申請額 
算   出   方   法 

  賃 貸 料           円 

円 
  

（本人支払額） （助成限度額） 

※区記入欄 

礼金・権利金     円（  月分） 円 

※本人支払額と 

助成限度額を比較し 

少ない額の合計から 

控除額を差し引いたもの 

仲介手数料      円（  月分） 円 

初回保証委託料     円（  月分） 50,000 円 

△立ち退き料等    控 除 額           円 

転居後住宅の所在地 品川区 

転居後住宅の 

初回賃貸借契約期間 
   年  月  日 から    年  月  日まで 

緊急連絡先 
氏名  電話番号  

住所  

助成要件確認 

（該当に〇） 

１．本申請書に、世帯全員の住民票の写しおよび障害者本人 

の所得を証する書類等を添付の上申請します。 

２．氏名、住所、生年月日、世帯員、障害者本人の所得等に 

ついて、公募等により確認してください。 

 



第２号様式（第７条関係） 
 

品川区障害者住宅あっ旋事業助成金交付決定・却下通知書 
 

年    月    日 
 
                     様 
 

品川区長                    □印  
 

        年    月    日付で申請のあった助成金交付申請について、品川区

障害者住宅あっ旋事業実施要綱に基づき、助成金の交付の可否を下記のとおり

決定したので通知します。 
 

記 
 
☐ 決定 

助 成 額                      円 

 
 【算出根拠】 
 
 
 
 
 
☐ 却下 
 【却下理由】 
 
 
 
 
 

 



第３号様式（第８条関係） 
 

品川区障害者住宅あっ旋事業補償金交付申請書 
 

年    月    日 
 

品川区長  あて 
 

申請者  住    所                                 
                            氏    名                                    
                            電    話                                    
 
  品川区障害者住宅あっ旋事業実施要綱に基づき、下記のとおり補償金を申請

いたします。 
 

記 
 

賃借人 
氏名   

住所   

申請理由  死亡  ・  行方不明 

補償金交付申請額 

 

（本人未納額） 

 

（補償限度額） 

 

円 

 

円 

 

円 

 

※本人未納額と補償限度額を 

比較して少ない額を記入 

（   月分） ※区記入欄 

 
 

 



第４号様式（第８条関係） 
 

品川区障害者住宅あっ旋事業補償金交付決定・却下通知書 
 

年    月    日 
 
                     様 
 

品川区長                   □印  
 
          年    月    日付で申請のあった補償金交付申請について、品川区

障害者住宅あっ旋事業実施要綱に基づき、補償金の交付の可否を下記のとおり

決定したので通知します。 
 

記 
 
☐ 決定 

補 償 額                      円 

 
 【算出根拠】 
 
 
 
 
 
☐ 却下 
 【却下理由】 
 
 
 
 
 

 



第５号様式（第９条関係） 
 

 年     月     日 
品川区長  あて 

請求者  住所                     

氏名                 

 

請  求  書 
 

    年   月   日付で交付決定のあった品川区障害者住宅あっ旋事

業（助成金・補償金）について下記のとおり請求します。 
 
 

記 
 
 
 

請 求 額             円 
 
 

 



第６号様式（第１０条関係） 
 

品川区障害者住宅あっ旋事業取消通知書 
 

年    月    日 
 
                    様 
 

品川区長                   □印  
 
 
  品川区障害者住宅あっ旋事業実施要綱に基づき、   年   月  日付

の決定について、下記のとおり取消を通知します。 
 
 

記 
 
 
１．取消日          年   月   日 

 
２．取消内容   

 
３．取消理由   

 
４．返還請求額 
 
 

 


